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会社概要
商号 第一実業株式会社

設立 1948年（昭和23年）8月12日

株式上場 東京証券取引所 プライム市場（証券コード：8059）

代表者 代表取締役 社長執行役員 宇野一郎

本社所在地 東京都千代田区神田駿河台四丁目6番地（御茶ノ水ソラシティ17階）

資本金 51億5百万円

連結売上高 148,075百万円（2022年3月期実績）

事業内容 プラント及び機械器具の国内販売ならびに輸出入

従業員数 単体：558名 連結：1,258名（2022年3月31日現在）

連結子会社 国内：3社 海外：14社 合計：17社

事業所 国内：7拠点 海外：36拠点 テクニカルセンター（国内外）：6拠点
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経営の透明性と会社の継続的

な品質の向上を通じて、重要

な社会課題に積極的に取り組

むことで持続可能な社会の実

現に貢献します。

経営理念
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ミッション 人をつなぎ、技術をつなぎ、世界を豊かに

ビジョン
【次世代型エンジニアリング商社】

「時代の一歩先を行くモノづくりパートナーを目指し、当社のエンジニアリング機能を核として

継続的な価値の提供によりグローバルにお客様事業の成長と持続可能な社会の実現に貢献します。

バリュー

（果たすべき使命）

（あるべき姿）

（価値基準）

【貢献】

社内外の関係者と協調し、ス

テークホルダーからの期待や

社会的責任と当社目標を一致

させながら、やりがいに溢れ、

個人が尊重され、成長を実感

できる会社を目指します。

【信頼】

独自のエンジニアリング機能

によるモノづくりへの貢献と

ともに、積極的な成長市場へ

の投資･事業領域の拡大によ

り継続的な成長を目指します。

【成長】



創業の精神、社是三原則は初代

社長である倉持の経営に対する

考え方を表したものであり、創

業当初から現在に至るまで、当

社の企業風土に脈々と受け継が

れています。

初代社長倉持正次郎

創業の精神

第一実業株式会社は、商事会社として経済社会の流通機構の

一翼を担い、以て社会の繁栄に寄与することを目的として協

力一致して積極的に活動し、堅実に運営して企業を安定成長

せしめ、此処に働く人々の生活の向上幸福の増進を図る。

社是三原則
第二次世界大戦終結後、さまざまな産業分野を

独占していた財閥が解体され、市場に競争原理

が導入されました。このときに解体された「浅

野財閥」に関わる人材の中から、後の第一実業

株式会社の創業メンバーが輩出されました。

1948年(昭和23年) 8月12日、後に初代社長とな

る倉持正次郎を含む全7名を発起人として会社

を設立。商号を「第一実業」と定め「機械専門

の商事会社」としての一歩を踏み出しました。

倉持は、当時横行していた闇取引を一切認めず、

下記のことを徹底いたしました。

❶機械の売り買いのみに徹する

❷大企業・一流企業を取引相手とする

❸銀行との信頼関係を大切にする

投機性のない商売を地道に続け、信頼できる相

手を選び、毎月銀行に業績を報告し続けた結果、

当社は誠実で堅実な企業として周囲の信頼を獲

得し、着実に成長してまいりました。このよう

な精神は、創業当初から現在に至るまで、当社

の企業風土に深く根付いています。

創業時の事業方針創業期の理念
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1948
資本金48万円

にて東京都品

川区に創立

1959
プラスチックス

業界に参入

1964
自動車製造

業界に参入 1972
DAIICHI 

JITSUGYO(AMERICA), 

INC設立

1979
医薬業界へ

進出 1989
第32回増資により

資本金51億5百万円

1997
上海一実貿易

有限公司設立

2008
DJK EUROPE 

GMBH 設立 2014
長野県飯田市に

太陽光発電所を

竣工

1952
石油・石油精製

業界を開拓

1962
東京証券取引所

市場第二部上場 1970
子会社第一機械

サービス㈱設立

(現㈱第一メカテック)

1974
東京証券取引所

市場第一部上場 1982
エレクトロニクス

業界へ進出

1990
航空業界へ

進出 2005
・DAIICHI JITSUGYO

ASIA PTE. LTD. 設立

2007
国内全事業所

でISO14001

認証取得

2013
茨城県笠間市に

太陽光発電所を

竣工

2019
ドイツにDC 

ENERGY 

GMBH 設立

(リチウムイオン・

バッテリー製造

装置販売会社)

沿革
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・子会社第一実業ビスウィル㈱

設立



事業の発展
当社はモノづくり現場を支え、

培ってきた知見を生かしビジネ

スを拡大させてきました。その

成長と発展のステップが、次の

時代への礎となっています。
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創業
‐1950年代
事業分野は造船、セメン

ト、石油精製などの基幹

産業からはじまり、大手

企業との取引を獲得。着

実に信頼関係を築き、事

業基盤を固める。

STEP 01

1960年代
‐1980年代
高度経済成長による設備

需要の拡大とともに事業

領域や取扱商品を拡充。

モノづくり現場における

サポート体制を構築し、

海外ビジネスも次第に増加。

STEP 02

1990年代
‐2000年代
顧客ニーズの変化により

新たなビジネスモデルが

誕生。複数設備のシステ

ム販売、海外現地調達な

ど多岐にわたり、さらな

るノウハウを蓄積。

STEP 03

2010年代‐
これまで培ったソリュー

ション力を生かし、当社

の“Value”を見出すビジ

ネスを創出。サステナブ

ルな社会への実現を目指

しつつ、事業の安定成長

を図る。

STEP 04



事業概要
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当社が取り扱う産業機械は、日常生活において目に触れられる機会はほとんどありませんが、

実は、皆さまの身近な製品に深くかかわっています。



国内ネットワーク

本社

東北支店

富山出張所

株式会社浅野研究所

名古屋支社

大阪支社

外観検査装置の開発・製造・販売

第一実業ビスウィル株式会社

広島支店

福岡支店 環境一般産業用のポンプおよび攪拌機の製造・販売

第一スルザー株式会社

［関連会社］

［子会社］

［関連会社］

環境に関わるプラント設備のEPC業務

第一エンジニアリング株式会社

［子会社］

太陽光発電プラントのメンテナンス・オペレーション

第一実業ソーラーソリューション株式会社

［子会社］

産業用各種機械器具のメンテナンス・アフターサービス

株式会社第一メカテック

［子会社］
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プラスチックス真空成形機の製造・販売



海外ネットワーク

10拠点

中国

4拠点

欧州

12拠点

東南アジア・インド 8拠点

米州
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2拠点

東アジア

海外17カ国36都市に拠点を展開しています。



事業について2
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事業領域

エレクトロニクス事業 自動車事業 航空 ･インフラ事業

産業機械事業プラント・エネルギー事業 エナジーソリューションズ事業

ヘルスケア事業

７つの事業



プラント･エネルギー事業

豊富な知見と新たな視点で

基幹産業を支える

プラント分野においては長年にわたる豊

富な経験により各種設備とともに高度な

専門性を生かした技術を提供しています。

エネルギー分野においてはバイナリー発

電、太陽光発電およびバイオマス発電等、

次世代に必要不可欠となる再生可能エネ

ルギーへの取り組みを推進しています。

また、脱炭素社会の実現に向けたソ

リューション提案や関連商材の開発にも

注力しています。

石油・化学

エネルギー

製紙・製鉄
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エナジーソリューションズ事業

次世代エネルギー分野を通じて

サステナブルな社会を実現

脱炭素社会に向けてエネルギー市場にお

いては大変革が起きており、再生可能エ

ネルギーの普及やモビリティの電動化が

急速に進んでいます。二次電池、燃料電

池、太陽光・蓄電池などの次世代エネル

ギー分野において多様化するニーズに応

えるべく、グローバル、エンジアリング

機能などの強みを生かしてさまざまなソ

リューションを提供し、サステナブルな

社会の実現を目指しています。

材料

太陽光パネル・蓄電池

セル・モジュール

燃料電池

14



産業機械事業

設備のコーディネートによる

さらなる最適化を実現

家電や住宅設備、食品包装、医療用機器

等の製造分野において、生産性向上のた

めの省力化・省人化に対応する最適な

ファクトリーオートメーション（FA）や

フレキシブル・マニュファクチャリン

グ・システム（FMS）、自動組立ライン、

周辺機器等のコーディネート提案が事業

の主力です。また、海外における現地調

達や第三国調達等の対応によりコスト低

減にも貢献します。

家電・OA

医療機器

食品包装

住宅設備 物流資材
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エレクトロニクス事業

次世代エレクトロニクスの

核となるイノベーションを創出

表面実装（SMT）、マイクロエレクトロ

ニクス等の分野において、電子部品実装

システムや電子デバイスシステム、自動

化設備を中心に、最先端技術と経験でも

のづくりプロセスの改革をもたらすソ

リューションを提供しています。技術リ

ソースの拡充やプロセス開発を通じて、

次世代エレクトロニクスにおけるイノ

ベーションの創出に取り組んでいます。

表面実装（SMT）

物流自動化ソリューション「LOGITO」

マイクロエレクトロニクス
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自動車事業

先進的な設備で製品生産を

トータルサポート

自動車の車両組立、内外装およびパワー

トレイン系部品、車載デバイスのほか、

これらを構成するあらゆる部品製造にお

ける樹脂・金属成形および加工、表面処

理、組立、検査等、さまざまな工程に適

合する各種設備のインテグレート提案に

注力しています。また、自動車産業が自

動運転や電動化に向けて急速な変化を見

せる中で、先進的な生産設備で次世代自

動車の普及拡大を支えます。

車両・内外装領域

カーエレクトロニクス・ADAS領域

パワートレイン領域
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ヘルスケア事業

積極的な技術開発により

高付加価値化を推進

主に医薬品分野において、錠剤・カプセ

ルの外観検査システムや錠剤印刷検査シ

ステム、固形剤・注射剤の各種自動包装

ライン等の設備を提供しています。また、

業界における優位性を発揮するべく、グ

ループ会社である第一実業ビスウィル㈱

などの装置メーカーやお取引先とともに

次世代の新たなシステム開発にも積極的

に取り組み、市場投入を図っています。

医薬品

化粧品

食品
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航空･インフラ事業

ニーズを的確にとらえ

空と地域をより安全に

航空・空港分野においては地上支援機材や

空港施設用設備等を主にエアラインやグラ

ンドハンドリング会社、空港会社に提供し

ています。また、防災分野においては消防

関連の特殊車両を国や地方自治体に提供し

ています。欧米から輸入する主力商材は使

用環境やニーズに応じてカスタマイズを行

うほか、専門のサービスグループにより充

実したアフターサービスを実施し、社会イ

ンフラを支えています。

航空

防災

空港

CS
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提供：旭川市旭川空港事務所



当社の強み
あらゆる生産現場の技術支援や負荷低減、課題解決につながる提案を行い、複数設備のコーディネートから

据付後のアフターフォローまでワンストップでお応えします。国内外のグループ会社との連携により迅速か

つ最適なソリューションを提供し、グローバル規模の価値創造に向けて取り組んでいます。
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売上高構成比

2022年3月期

11,881百万円

8.0%

19,275百万円

13.0%

52,098百万円

35.2%

11,189百万円

7.6%

2,466百万円

1.7%
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プラント・エネルギー事業

産業機械事業

エレクトロニクス事業

ヘルスケア事業

航空･インフラ事業

148,075
百万円

31,980百万円

21.6%

自動車事業

19,004百万円

12.8%

エナジーソリューションズ事業



海外売上高（仕向先ベース）

東南アジア･インド

25,108百万円

中国

37,719百万円

米州

11,888百万円

欧州

4,368百万円

79,111
百万円
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2022年3月期

31.7%

47.6%

5.5%

15.0%

海外売上高比率：53.4%

その他の地域

27百万円



業績／株主還元について3
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業績の推移

128,229 122,102

143,361

124,177

154,120

185,686

161,891 161,476

140,029 
148,075 

 2013/3  2014/3  2015/3  2016/3  2017/3  2018/3  2019/3  2020/3  2021/3  2022/3

社会時事 2018/01〜米中貿易摩擦
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4,590 4,074 4,341

3,886

5,844

6,394
7,573

6,998

5,729 

6,866 

2020/01〜新型コロナまん延

連結営業利益［百万円］連結売上高［百万円］
2021/3 以前の売上高は総額



配当金の推移

40 35 40 40 45 45 45
60 60 60

15

15
35

40

40 45
50

60

50

70 70
85

 2013/3  2014/3  2015/3  2016/3  2017/3  2018/3  2019/3  2020/3  2021/3  2022/3

中間配当［円］ 記念配当［円］ 期末配当［円］

当社は、「業績に応じた適正な配当を実施すること」を基本方針としています。

内部留保に関しては、中長期的展望に立って効率的に活用していきます。

28.9

配当性向［%］

25.9

38.8

29.4
34.5

30.4

23.7
26.3

28.5 29.2

2017年10月1日付けで株式併合（5株を1株に併合）を行っています。株式併合前の配当金につきましても、遡って当該株式併合の影響を考慮した金額を記載しています。 25

社会時事 2018/01〜米中貿易摩擦 2020/01〜新型コロナまん延



株価の推移

12,397

14,827

19,206

16,758

18,909

21,454 21,205

18,917

29,178
27,821

2,435 2,295

3,020

2,465

3,485
3,085 3,195

3,440

4,180 4,270

 2013/3  2014/3  2015/3  2016/3  2017/3  2018/3  2019/3  2020/3  2021/3  2022/3

期末日経平均［円］ 期末当社株価［円］
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社会時事 2018/01〜米中貿易摩擦 2020/01〜新型コロナまん延



主要指標の推移①

27

11.2

8.2
8.7

7.4

9.0

11.6

10.1
10.4

9.3
9.6

3.7
3.0 3.3

2.8
3.2

4.0 4.1
4.4

4.0 4.3

0

2

4

6

8

10

12

14

 2013/3  2014/3  2015/3  2016/3  2017/3  2018/3  2019/3  2020/3  2021/3  2022/3

自己資本当期純利益率（ROE）［%］ 総資産当期純利益率（ROA）［%］

社会時事 2018/01〜米中貿易摩擦 2020/01〜新型コロナまん延



主要指標の推移②

28

8.4

9.9
11.1

10.0 
11.2 

6.9
7.6 7.5

9.4
8.5

株価収益率（PER）［倍］

0.9
0.8

0.9

0.7

1.0

0.8
0.7

0.8 0.8 0.8

 2013/3  2014/3  2015/3  2016/3  2017/3  2018/3  2019/3  2020/3  2021/3  2022/3

株価純資産倍率（PBR）［倍］

社会時事 2018/01〜米中貿易摩擦 2020/01〜新型コロナまん延



社会との関わり4
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基本方針

サステナビリティ
環境配慮商品

ダイバーシティマネジメント

災害義援金の拠出・日本赤十字社への寄付

コーポレート･ガバナンス

ISO14001認証取得

ワークライフバランス

ユニセフ外国コイン募金活動

E S Gに関する取り組み

30

提供：バンブーエナジー株式会社

当社グループは「社会の繁栄に寄与する」という

創業の精神に基づき、グローバルにビジネスを展

開し、永続的に発展する企業を目指しております。

気候変動をはじめとする重要な社会課題に対し、

本業を通じた取り組みを強化しております。企業

の社会的責任を果たすとともに、地球環境に配慮

した持続可能な社会に実現に向け貢献してまいり

ます。



投資家の皆さまに対する行動規範

ディスクロージャー

役職員は投資家の皆さまに対し、投資判断に関わる重要な情

報を正確にお伝えしていきます。それらの情報の多くは、投

資家の皆さまが理解しやすい形で公表します。

投資家とのコミュニケーション

投資家の皆さまには、当社が「利益と倫理が相反する場合、

倫理を選択すること」を確認し、それが結果として会社の利

益になることをお伝えしていきます。

正確な記録

ディスクロージャーの前提は、正確な記録です。ビジネスに

関するあらゆる情報は、法令・ルールに従い、正しく記録し

ます。

内部監査の重視

当社は、投資家の皆さまの利益を守るため、中立的な観点か

らビジネスのあり方をチェックする内部監査システムを整備

し機能させていきます。
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最後までご覧いただき、

誠にありがとうございました。

ご質問などございましたら、下記にお問い合わせください。

コーポレートコミュニケーション部
03-6370-8691 djk_ir@djk.co.jp

東京都千代田区神田駿河台四丁目6番地（御茶ノ水ソラシティ17階）
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https://www.djk.co.jp/


